
路

締結し、橋梁架設の工

整

法を決定した。

　JR

備

と工事協定に向けた協

係

議を行う。

課題

指標名

8

称（単位）
実績値 目標

2

値

２９年度 ３０年度 元

3

年度 ２年度 ４年度

活動 道路用地の面積取得率（％） 91.6 99.4 100.0 ― ―
指標
活動 道路整備率（％） ― 9.6 9.6 14.3 15.9
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 155,082 351,815 284,362 657,295 合計 284,361,976 円
需用費 35,000 円

財
　
源

特定財源 4,358 259,116 189,236 458,120 委託料 11,501,108 円
工事請負費 187,053,900 円

一般財源 150,724 92,699 95,126 199,175 公有財産購入費 75,462,629 円
補償、補填及び賠

職員人件費　② 13,493 9,799 9,088 8,027 償金 10,309,339 円

総事業費（①＋②） 168,575 361,614 293,450 665,322

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 都市環境

基本施策 道

和

路・交通
施策体系

施策

元

の内容 道路の整備

目
　

年

　
　
的

　バイパス機能

度

を持った幹線道路を整

評

備する

主
た
る
内
容

市道

価

01-40号線（起点

）

：中手町3丁目～終点

刈

：
ことにより、慢性的

谷

な交通渋滞を緩和し、

市

市 熊野町6丁目）の道

事

路整備
街地に流入する

務

通過交通を抑制する。

事

　延長　     1

業

,600ｍ　
　幅員　

評

12.0～15.5ｍ

価

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

シ

市都市計画マスタープ

ー

ラン、刈谷市都市交通

ト

戦略

根拠法令 道路法

対

（

象者 市民 事業期間 平成

様

１１年度 ～ 令和８年度

式

実施方法 ■直営　■委

１

託　□指定管理　□補

）

助・助成　□その他

会計名 担当部 建設部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

一

２９年度実績 ３０年度

般

実績 元年度実績 ２年度

会

計画

・道路新設改良工

計

事　　154ｍ・用地

市

取得　　　　　2,6

道

14㎡・ＪＲ調査協定

０

・橋りょう下部工工事

１

    4基
・周辺整

－

備工事 ・橋りょう詳細

４

設計 ・橋りょう下部工

０

工事    2基・工

号

事用仮設道路工事(そ

線

の3)
・工事用仮設道

他

路工事 ・工事用仮設道

道

路工事(その1)・工

路

事用仮設道路工事(そ

新

の2)・逢妻川護岸工

設

事
（Ｈ28繰越分） （

改

Ｈ29繰越分） ・排水

良

路改修工事 （Ｒ1繰越

事

分）
・用地取得　　　

業

　　2,837㎡・道

担

路新設改良工事　　1

当

54ｍ（Ｈ30繰越分

課

） ・ＪＲ調査協定
・工

道

事用仮設道路工事 ・用

路

地取得　　　　   

建

 174㎡・橋りょう

設

下部工工事    2

課

基
・工事用仮設道路工

款

事(その1)・工事用

項

仮設道路工事(その2

目

)

　道路用地をすべて

担

取得することができた

当

。

成果
　河川管理者と

係

協議し、占用許可を得

道

た。

　JR調査協定を



整備係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

市街地における交通渋

和

滞が慢性化しているこ

２

とから、南
・法的業務

年

高い
北地区間の移動に

度

時間を要している。ま

（

た通過車両が生活
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 道路に流入し、生

元

活道路の交通安全の確

年

保が危惧される状
・市

度

民生活上必要である　

評

など 況であるため、こ

価

れらの対策を講じる必

）

要性が高い。

　長期的

刈

な展望から、（仮）南

谷

北縦貫道路の一部区間

市

の整
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

備を行

務

い、将来的な道路網を

事

形成するため、広く市

業

民から
効率性 ・執行体

評

制の効率性 の理解を得

価

て事業を推進する。ま

シ

た、社会資本整備総合

ー

交
・手段の最適性　な

ト

ど 付金を活用して道路

（

整備を進める。

　バイ

様

パス機能を持つ道路整

式

備を行うことで、交通

２

の円滑
・市が主体とな

）

って実施する
普通

化や

会

市街地内の渋滞が緩和

計

され、地域間の交流が

名

活発にな
妥当性 　べき

担

事業であるか る。また

当

市民の身近な道路の安

部

全性が確保されること

建

で、
・総合計画との整

設

合性　など 良好な住環

部

境が提供できる。

　道

一

路整備により、既存の

般

幹線道路の混雑緩和と

会

生活利便

施策への ・施

計

策への貢献度
高い

性の

市

向上が期待できる。
・

道

目標達成度
貢献度 ・市

０

民サービスへの効果　

１

など

今後の方向性 □拡

－

充　■現状維持　□改

４

善・効率化　□縮小　

０

□終期設定　□休止・

号

廃止

　橋梁工事に必要

線

となる工事用仮設道路

他

整備を進めるとともに

道

、JRと工事協定に向

路

けた調整を進めていく

新

。

設改良

Ｃ
 
　
Ｈ

事

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

業

　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路



路整備

Ｃ

係

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

8

単位：千円
２９年度 ３

2

０年度 元年度 ２年度 元

3

年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30,094 18,068 0 141,070 合計 0 円

財
　
源

特定財源 30,094 0 0 0

一般財源 0 18,068 0 141,070

職員人件費　② 1,706 1,234 1,656 6,512

総事業費（①＋②） 31,800 19,302 1,656 147,582

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 無電柱化推進事業費補助金（
国）

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 都市環境

基本施策 道

和

路・交通
施策体系

施策

元

の内容 道路の整備

目
　

年

　
　
的

　道路を拡幅し

度

歩道を設置することに

評

より、

主
た
る
内
容

市道

価

2-485号線（起点

）

：銀座5丁目～終点：

刈

銀
歩行者の安全確保及

谷

び地域の住環境の向上

市

を 座4丁目）の道路整

事

備
図る。 　延長　　　

務

　　 212ｍ
　道路

事

幅員　 　 10.0

業

ｍ
　車道幅員　  　

評

 7.0ｍ
　歩道幅員

価

　　　 3.0ｍ
　電

シ

線類地中化　

位
置
づ
け

ー

関連計画 刈谷市中心市

ト

街地まちづくり基本計

（

画、刈谷市無電柱化推

様

進計画

根拠法令 道路法

式

、無電柱化の推進に関

１

する法律、電線共同溝

）

の整備等に関する特別

会

措置法

対象者 市民 事業

計

期間 平成１３年度 ～ 令

名

和５年度

実施方法 ■直

担

営　■委託　□指定管

当

理　□補助・助成　□

部

その他

建設部

一般会計
市

Ｂ
　
事
　
業

道

　
実
　
績

２９年度実績

２

３０年度実績 元年度実

－

績 ２年度計画

・用地交

４

換　　　342㎡ ・道

８

路新設改良工事　　4

５

0ｍ ・地元説明会の実

号

施 ・電線類地中化工事

線

　120ｍ
（Ｈ28繰

他

越分） ・電線共同溝詳

道

細設計　 ・関係機関と

路

の調整 （Ｒ1繰越分）

新

・用地取得　　   

設

95㎡ ・道路新設改良

改

工事　130ｍ
・物件

良

移転補償　　4件

　地

事

元説明会を実施し、概

業

ね事業同意を得ること

担

ができた。

成果

　車道

当

幅員等において警察協

課

議が必要である。

課題

道

指標名称（単位）
実績

路

値 目標値

２９年度 ３０

建

年度 元年度 ２年度 ４年

設

度

活動 道路整備率（％

課

） ― 4.7 4.7 39

款

.3 75
指標
活動
指標

項

他市との
比較検証

目 担当係 道



整備係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

生活道路を拡幅し、歩

和

車道を分離することに

２

より、歩行
・法的業務

年

高い
者・自動車が安全

度

に通行できる。
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要
・市民生活上必要で

和

ある　など

　両側拡幅

元

ではなく、南側拡幅と

年

することで、物件補償

度

費
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

が軽減で

価

きる。
効率性 ・執行体

）

制の効率性
・手段の最

刈

適性　など

　市民生活

谷

を安全かつ快適にする

市

ため、公共性の高い事

事

業
・市が主体となって

務

実施する
普通

である。

事

妥当性 　べき事業であ

業

るか
・総合計画との整

評

合性　など

　道路拡幅

価

により、一方通行であ

シ

った路線を交互通行と

ー

す

施策への ・施策への

ト

貢献度
普通

ることがで

（

きるため、利用者の利

様

便性が向上する。
・目

式

標達成度
貢献度 ・市民

２

サービスへの効果　な

）

ど

今後の方向性 □拡充

会

　■現状維持　□改善

計

・効率化　□縮小　□

名

終期設定　□休止・廃

担

止

　電線類地中化、道

当

路整備工事を進める。

部 建設部

Ｃ
 
　
Ｈ
 

一

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

般

∧
　
評
　
価
　
∨

会計
市道２－４８５号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路



推

円） 0 元年度特定財源

進

名称

元年度までの累積

係

事業費 0

３年度以降の

8

事業費見込 0

2 3

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

都市環境

基本施策 道路

和

・交通
施策体系

施策の

元

内容 道路の整備

目
　
　

年

　
的

　総合運動公園の

度

拡張整備にあわせて、

評

駐車

主
た
る
内
容

市道0

価

1-12号線（起点：

）

今岡町手掛～終点：泉

刈

場などの公園施設への

谷

アクセスを確保するた

市

田町古和井）の道路整

事

備
めの道路を整備する

務

。 　延長　Ｌ＝600

事

ｍ
　幅員　Ｗ＝14.

業

0～15.5ｍ

位
置
づ

評

け

関連計画

根拠法令 道

価

路法

対象者 事業期間 ～

シ

実施方法 □直営　■委

ー

託　□指定管理　□補

ト

助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

２９年度実績 ３０年度

部

実績 元年度実績 ２年度

建

計画

　 　 ・道路測量設

設

計業務委託 　
　 　 　
　

部

　 　
　 　 　
　　　――

一

――――― 　　　――

般

――――― 　　　――

会

―――――

整備に向け

計

た課題の整理を行うこ

市

とができた。

成果

関係

道

機関の協議を実施し、

０

計画的な事業進捗を図

１

る必要がある。

課題

指

－

標名称（単位）
実績値

１

目標値

２９年度 ３０年

２

度 元年度 ２年度 ４年度

号

活動
指標
活動
指標

他市

線

との
比較検証

道路新設改良事業

Ｃ
　
事

担

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

当

：千円
２９年度 ３０年

課

度 元年度 ２年度 元年度

道

（決算） （決算） （決

路

算） （予算） 事業費内

建

訳

事業費　① 0 0 1,

設

866 0 合計 1,86

課

5,600 円
委託料

款

1,865,600 

項

円

財
　
源

特定財源 0 0

目

0 0

一般財源 0 0 1,

担

866 0

職員人件費　

当

② 0 0 1,656 0

総

係

事業費（①＋②） 0 0

事

3,522 0

建
設
事
業

業

全体事業費（単位：千



進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

北部

令

地区における交通の円

和

滑化を促すため、バイ

２

パス機能
・法的業務

高

年

い
を有する道路の整備

度

は必要である。
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要
・市民生活上必要で

和

ある　など

バイパス機

元

能を有するということ

年

は、交通量も多く地区

度

を
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

分断する

価

可能性もあることから

）

、地元地域の理解をえ

刈

なが
効率性 ・執行体制

谷

の効率性 ら、事業を推

市

進する必要がある。ま

事

た、整備の際には社会

務

・手段の最適性　など

事

資本整備総合交付金等

業

を活用する。

バイパス

評

機能を有する道路とい

価

うことで、中部地域か

シ

ら北
・市が主体となっ

ー

て実施する
普通

部地域

ト

へのアクセス向上が期

（

待でき、地域産業の活

様

性化に
妥当性 　べき事

式

業であるか 寄与するこ

２

とができる。
・総合計

）

画との整合性　など ま

会

た、新たな幹線道路が

計

整備されることにより

名

市民の交通
利便性の向

担

上に期待できる。
北部

当

地域での生活利便性が

部

向上される。

施策への

建

・施策への貢献度
高い

設

総合運動公園へのアク

部

セス向上が期待される

一

。
・目標達成度

貢献度

般

・市民サービスへの効

会

果　など

今後の方向性

計

□拡充　□現状維持　

市

■改善・効率化　□縮

道

小　□終期設定　□休

０

止・廃止

関連事業との

１

整合、関係機関との調

－

整を行いながら、道路

１

線形等の再検討を行う

２

必要がある。

号線道路

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

新

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

設

価
　
∨

改良事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 事業推



業

（決算） （決算） （予

推

算） 事業費内訳

事業費

進

　① 78,035 12

係

,911 48,398

、

104,157 合計 4

道

8,398,483 

路

円
需用費 20,200

整

 円

財
　
源

特定財源 0

備

0 38,651 0 委託

係

料 1,483,273

8

 円
工事請負費 13,

2

773,600 円

一

3

般財源 78,035 12,911 9,747 104,157 公有財産購入費 32,650,500 円
補償、補填及び賠

職員人件費　② 3,645 4,706 6,007 6,891 償金 470,910 円

総事業費（①＋②） 81,680 17,617 54,405 111,048

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 都市環

和

境

基本施策 道路・交通

元

施策体系
施策の内容 道

年

路の整備

目
　
　
　
的

　

度

工業用地の基盤となる

評

道路整備を行うこと

主

価

た
る
内
容

市道3-34

）

7号線他（起点：野田

刈

町新田～終点：
で、企

谷

業立地の促進を図る。

市

野田町大流）の道路整

事

備
　延長　620ｍ
　

務

幅員　9.0ｍ

位
置
づ

事

け

関連計画 刈谷市都市

業

計画マスタープラン、

評

企業立地推進ビジョン

価

根拠法令 道路法

対象者

シ

市民 事業期間 平成２８

ー

年度 ～ 令和４年度

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２９

建

年度実績 ３０年度実績

設

元年度実績 ２年度計画

部

・道路新設改良工事　

一

110ｍ ・用地測量 ・

般

用地取得　　　　　3

会

02㎡ ・道路新設改良

計

工事　200ｍ
・道路

市

詳細設計 （Ｈ30繰越

道

分） （Ｒ1繰越分）
・

３

用地取得　　　　　9

－

22㎡ ・用地取得　　

３

　　　288㎡
・道路

４

新設改良工事　100

７

ｍ

用地取得、一部の道

号

路整備を進めることが

線

できた。

成果

地権者交

他

渉及び関係機関協議を

道

行う。

課題

指標名称（

路

単位）
実績値 目標値

２

新

９年度 ３０年度 元年度

設

２年度 ４年度

活動 道路

改

用地の面積取得率（％

良

） ― 0.0 80.4 1

事

00.0 100.0
指

業

標
活動 道路整備率（％

担

） 17.7 17.7 1

当

7.7 50.0 100

課

.0
指標

他市との
比較

道

検証

路建設課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

当

　
ス
　
ト

単位：千円
２

係

９年度 ３０年度 元年度

事

２年度 元年度

（決算）



推進係、道路整備係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

令

評価の理由

　工場立地

和

に必要な基盤をつくる

２

ため、道路整備の必要

年

が
・法的業務

高い
ある

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

令

上必要である　など

　

和

工場立地可能な必要最

元

小限の整備区間にして

年

いる。
・コストの節減

度

、費用対効果
普通効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

・手段の最適性　など

）

　工場立地を円滑に誘

刈

導するには、市が主体

谷

となって整備
・市が主

市

体となって実施する
普

事

通
する必要がある。

妥

務

当性 　べき事業である

事

か
・総合計画との整合

業

性　など

　道路整備に

評

より工場立地が可能と

価

なり、工場用地が確保

シ

施策への ・施策への貢

ー

献度
普通

できる。
・目

ト

標達成度
貢献度 ・市民

（

サービスへの効果　な

様

ど

今後の方向性 □拡充

式

　■現状維持　□改善

２

・効率化　□縮小　□

）

終期設定　□休止・廃

会

止

　用地買収及び道路

計

整備工事を進める。

名 担当部

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

建

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

設

　
評
　
価
　
∨

部

一般会計
市道３－３４７号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 事業



ー

施し、計画的な事業進

ト

捗を図る必要がある。

Ｉ

課題

指標名称（単位）

Ｃ

実績値 目標値

２９年度

整

３０年度 元年度 ２年度

備

４年度

活動 道路用地の

係

面積取得率（％） 58

8

.0 89.1 94.0

2

96.6 96.6
指標

3

活動 道路整備率（％） 61.0 67.9 76.3 84.9 92.3
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 103,257 690,600 502,238 832,255 合計 502,238,456 円
需用費 48,900 円

財
　
源

特定財源 0 508,390 442,575 256,000 委託料 5,777,586 円
工事請負費 260,148,360 円

一般財源 103,257 182,210 59,663 576,255 公有財産購入費 97,438,454 円
補償、補填及び賠

職員人件費　② 14,268 19,443 13,208 11,965 償金 138,825,156 円

総事業費（①＋②） 117,525 710,043 515,446 844,220

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金
道路新設改良事業債

３年度以降の事業費見込 0 都市交通施設整備基金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 都市環境

基本

和

施策 道路・交通
施策体

元

系
施策の内容 道路の整

年

備

目
　
　
　
的

　既存道

度

路の拡幅整備や、県道

評

岡崎豊明線か

主
た
る
内

価

容

市道01-4号線（

）

起点：井ケ谷町池之浦

刈

～終点
ら主要地方道名

谷

古屋岡崎線までの道路

市

整備を ：今川町交差点

事

）の道路整備
行うこと

務

で、歩行者の安全と円

事

滑な交通を確 　延長　

業

　　 3,200ｍ　

評

保する。 　幅員　13

価

.5～15.0ｍ
　（

シ

両側歩道　幅員　2.

ー

5～3.5ｍ）

位
置
づ

ト

け

関連計画 刈谷市都市

（

計画マスタープラン、

様

刈谷市都市交通戦略

根

式

拠法令 道路法

対象者 市

１

民 事業期間 平成１１年

）

度 ～ 令和５年度

実施方

会

法 ■直営　■委託　□

計

指定管理　□補助・助

名

成　□その他

担当部 建設部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２９年

計

度実績 ３０年度実績 元

市

年度実績 ２年度計画

・

道

道路新設改良工事　1

０

03ｍ ・道路新設改良

１

工事　　220ｍ・道

－

路新設改良工事　　2

４

70ｍ・道路新設改良

号

工事　　276ｍ
・交

線

差点詳細設計 ・交差点

他

改良工事　　　1箇所

道

・交差点改良工事　　

路

　1箇所・交差点改良

新

工事　　　1箇所
・道

設

路詳細設計 ・用地取得

改

　　　 　 9,39

良

0㎡・用地取得　　　

事

   　 118㎡・

業

用地取得　　　   

担

 1,010㎡
・橋り

当

ょう詳細設計 （Ｈ29

課

繰越分） （Ｈ30繰越

道

分） （Ｒ1繰越分）
・

路

用地取得　　　 　 

建

5,430㎡・用地取

設

得　　　  　4,5

課

01㎡・橋りょう工事

款

　　　　　1橋
・用地

項

取得　　　  　  

目

281㎡

　道路新設改

担

良工事を実施し、道路

当

整備率の進捗を図るこ

係

とができた。

成果

　道

ス

路管理者や河川管理者

マ

との継続的な協議を実



トＩＣ整備係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　当該路線は国道

和

1号線と連絡する重要

２

な路線であり、交通
・

年

法的業務
高い

量が多い

度

上に大型車の混入率が

（

高い。また一部区間は

令

通学
必要性 ・市民ニー

和

ズ、社会需要 路として

元

利用されている。しか

年

し、車線幅員や歩道幅

度

員が
・市民生活上必要

評

である　など 狭く、交

価

差点で慢性的な交通渋

）

滞が発生しているため

刈

、交
通の円滑化と安全

谷

性の向上を図る必要が

市

ある。
　社会資本整備

事

総合交付金を活用する

務

ことで、建設コスト
・

事

コストの節減、費用対

業

効果
普通

の低減に努め

評

ている。
効率性 ・執行

価

体制の効率性
・手段の

シ

最適性　など

　ゆとり

ー

ある暮らしを支える生

ト

活基盤として、道路の

（

拡幅
・市が主体となっ

様

て実施する
普通

整備や

式

交差点改良を行うこと

２

で、交通安全や生活利

）

便性の
妥当性 　べき事

会

業であるか 向上を図る

計

とともに企業の産業活

名

動を促進する。
・総合

担

計画との整合性　など

当

　道路の整備は、県道

部

岡崎豊明線との交差点

建

改良、及びバ

施策への

設

・施策への貢献度
高い

部

イパス区間は道路の拡

一

幅が完了しており、交

般

差点の渋滞緩
・目標達

会

成度 和と旧道沿線地区

計

の良好な住環境の形成

市

（騒音や交通安全
貢献

道

度 ・市民サービスへの

０

効果　など 確保）に一

１

定の効果がある。

今後

－

の方向性 □拡充　■現

４

状維持　□改善・効率

号

化　□縮小　□終期設

線

定　□休止・廃止

　今

他

川町交差点及び北側延

道

伸区間について用地買

路

収及び道路工事を進め

新

る。

設改良

Ｃ
 
　

事

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

業

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 スマー



推

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

進

円
２９年度 ３０年度 元

係

年度 ２年度 元年度

（決

8

算） （決算） （決算）

2

（予算） 事業費内訳

事

3

業費　① 28,859 1,231 55,980 258,324 合計 55,979,906 円
需用費 11,900 円

財
　
源

特定財源 0 0 16,260 75,000 委託料 34,062,776 円
公有財産購入費 21,905,230 円

一般財源 28,859 1,231 39,720 183,324

職員人件費　② 2,481 3,163 6,700 8,481

総事業費（①＋②） 31,340 4,394 62,680 266,805

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 公共補償金

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

都市環境

基本施策 道路

和

・交通
施策体系

施策の

元

内容 道路の整備

目
　
　

年

　
的

　県道宮上知立線

度

の整備に伴い設置され

評

る交

主
た
る
内
容

市道0

価

2-5号線他（起点：

）

一里山町伐払～終点
差

刈

点に接続する道路を整

谷

備することにより、 ：

市

一里山町南本山）の道

事

路整備
県道に分断され

務

る地区の安全及び利便

事

性を確 　延長　　　1

業

,400ｍ
保する。 　

評

幅員　6.0～13.

価

0ｍ

位
置
づ
け

関連計画

シ

根拠法令 道路法

対象者

ー

市民 事業期間 平成２６

ト

年度 ～ 令和６年度

実施

（

方法 ■直営　■委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

建

　
事
　
業
　
実
　
績

２９

設

年度実績 ３０年度実績

部

元年度実績 ２年度計画

一

・用地測量 ・不動産鑑

般

定評価 ・道路詳細設計

会

・道路新設改良工事　

計

50ｍ　
・道路予備設

市

計　 ・用地測量 ・用地

道

取得　　　 1,79

０

1㎡
・用地取得　　　

２

3.5㎡ （Ｒ1繰越分

－

）
（Ｈ30繰越分） ・

５

用地取得　     

号

3,421㎡
・用地取

線

得　　　655㎡

道路

他

設計を行い、事業の進

道

捗を進めることができ

路

た。

成果
県道宮上知立

新

線の協議調整を進め、

設

関連用地の取得を進め

改

、事業の進捗を図った

良

。

　地権者交渉及び関

事

係機関協議を進める必

業

要がある。

課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２９年度 ３０年度 元

課

年度 ２年度 ４年度

活動

道

道路用地の面積取得率

路

（％） ― 0.0 7.3

建

100.0 100.0

設

指標
活動
指標

他市との

課

比較検証

款 項 目 担当係 事業

Ｃ
　
事
　
業



進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　県

令

道宮上知立線により分

和

断される地区の利便性

２

及び安全
・法的業務

高

年

い
を確保に必要な事業

度

である。
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要
・市

令

民生活上必要である　

和

など

　県道整備の事業

元

進捗に合わせて、用地

年

購入、道路整備を
・コ

度

ストの節減、費用対効

評

果
普通

進めていくため

価

、効率的な事業進捗が

）

図れる。
効率性 ・執行

刈

体制の効率性
・手段の

谷

最適性　など

　市民生

市

活の利便性及び安全を

事

確保するため、公共性

務

の高
・市が主体となっ

事

て実施する
普通

い事業

業

である。
妥当性 　べき

評

事業であるか
・総合計

価

画との整合性　など

　

シ

県道宮上知立線により

ー

分断される地区の往来

ト

が可能とな

施策への ・

（

施策への貢献度
普通

る

様

。
・目標達成度

貢献度

式

・市民サービスへの効

２

果　など

今後の方向性

）

□拡充　■現状維持　

会

□改善・効率化　□縮

計

小　□終期設定　□休

名

止・廃止

 県道整備に

担

よる市民の利便性を確

当

保するため、整備区間

部

に加え県道に並行する

建

路線の計画策定を進め

設

るとともに、 
県道の

部

事業進捗状況に合わせ

一

て事業進捗を図る必要

般

がある。

会計
市

Ｃ

道

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

０

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

２

∨

－５号線他道路新設改良事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 事業推



マ

題

指標名称（単位）
実

ー

績値 目標値

２９年度 ３

ト

０年度 元年度 ２年度 ４

Ｉ

年度

活動 道路整備率（

Ｃ

％） ― 0.0 11.1

整

54.2 100.0
指

備

標
活動
指標

県内でのス

係

マートＩＣ箇所（実施

8

中含む）
他市との ・豊

2

田市（鞍ヶ池、上郷）

3

　名古屋市（守山）　日進市（東郷）　岡崎市（岡崎阿知和）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,024 291,095 481,341 1,656,935 合計 481,340,897 円
報償費 76,000 円

財
　
源

特定財源 0 233,539 353,490 728,978 需用費 7,035 円
委託料 18,044,641 円

一般財源 3,024 57,556 127,851 927,957 使用料及び賃借料 871,230 円
工事請負費 399,045,400 円

職員人件費　② 7,367 19,057 12,823 15,751 公有財産購入費 355,181 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 10,391 310,152 494,164 1,672,686 交付金 62,941,410 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 ICアクセス道路補助金
道路新設改良事業債

３年度以降の事業費見込 0 都市交通施設整備基金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 都市環境

基

和

本施策 道路・交通
施策

元

体系
施策の内容 道路の

年

整備

目
　
　
　
的

　スマ

度

ートインターチェンジ

評

の整備に合わせ

主
た
る

価

内
容

市道01-41号

）

線（起点：東境町石神

刈

～終点：東
た道路整備

谷

を行うことで、産業の

市

生産性向上､ 境町松ケ

事

枝）の道路整備
交通渋

務

滞の緩和、周辺地域の

事

活性化、観光振 　延長

業

　　　1,900ｍ
興

評

、防災機能の強化を図

価

る。 　幅員　5.5～

シ

30.0ｍ

位
置
づ
け

関

ー

連計画 刈谷市都市計画

ト

マスタープラン

根拠法

（

令 道路法

対象者 市民 事

様

業期間 平成２９年度 ～

式

令和３年度

実施方法 ■

１

直営　■委託　□指定

）

管理　□補助・助成　

会

□その他

計名 担当部 建設部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２９年度実

般

績 ３０年度実績 元年度

会

実績 ２年度計画

・道路

計

詳細設計 ・駐車場改良

市

工事　　2箇所 ・橋り

道

ょう工事　　　　1橋

０

・橋りょう工事　　　

１

　1橋
・用地取得　　

－

　　3,124㎡ ・道

４

路新設改良工事   

１

90ｍ ・道路新設改良

号

工事  550ｍ
（Ｈ

線

29繰越分） ・用地取

他

得　　　　   20

道

㎡ ・用地取得　　　　

路

  300㎡
・道路詳

新

細設計 （Ｈ30繰越分

設

） （Ｒ1繰越分）
・用

改

地測量 ・道路新設改良

良

工事  120ｍ ・橋

事

りょう工事　　　　1

業

橋
・ため池改修工事　

担

　1箇所 ・道路新設改

当

良工事  270ｍ
・

課

ため池改修工事　　1

道

箇所
・用地取得　　　

路

　  100㎡

　令和

建

4年3月までの完成に

設

向けて計画的に工事を

課

進めることで、予定通

款

り事業の進捗を図った

項

。

成果

　スマートＩＣ

目

の早期開通に向けて、

担

関係者協議を迅速かつ

当

適切に実施するととも

係

に、工事を確実に進捗

ス

させる必要があ

る。
課



ートＩＣ整備係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

令

の理由

　本地域周辺は

和

、日本の経済を牽引す

２

る自動車関連産業の
・

年

法的業務
高い

大規模工

度

場の集積地であり、こ

（

の地域を通る幹線道路

令

では､
必要性 ・市民ニ

和

ーズ、社会需要 交通集

元

中による慢性的な渋滞

年

が発生し、物流交通や

度

市民の
・市民生活上必

評

要である　など 生活活

価

動を阻害しているため

）

、スマートICを整備

刈

すること
で、道路環境

谷

を改善する。
　ＩＣア

市

クセス道路の整備に対

事

する国の補助事業を活

務

用す
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

ること

業

で、建設コストの低減

評

に努めている。
効率性

価

・執行体制の効率性
・

シ

手段の最適性　など

　

ー

現在供用している市道

ト

や公園内の通路を改良

（

し、スマー
・市が主体

様

となって実施する
高い

式

トICのアクセス道路

２

を整備することで、事

）

業の早期実現を
妥当性

会

　べき事業であるか 目

計

指し、地域間交通流動

名

の円滑化や交通渋滞の

担

緩和を促進
・総合計画

当

との整合性　など する

部

。

　高速ネットワーク

建

への到達圏域が拡大す

設

ることにより周

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

一

い
辺地域が活性化され

般

、産業生産性の向上、

会

大型車減少によ
・目標

計

達成度 る生活環境の向

市

上、救援物資輸送や地

道

域防災性が向上する
貢

０

献度 ・市民サービスへ

１

の効果　など 効果があ

－

る。

今後の方向性 □拡

４

充　■現状維持　□改

１

善・効率化　□縮小　

号

□終期設定　□休止・

線

廃止

　スマートＩＣの

他

令和４年３月までの工

道

事完了を実現するため

路

、関係機関や地元との

新

協議を適切に実施し、

設

計画的に
工事を進める

改

。

良事業

Ｃ
 
　
Ｈ

担

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

当

　
∧
　
評
　
価
　
∨

課 道路建設課

款 項 目 担当係 スマ



業推進係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

8

　
ス
　
ト

単位：千円
２

2

９年度 ３０年度 元年度

3

２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,678 151,247 73,481 72,900 合計 73,481,100 円
工事請負費 73,481,100 円

財
　
源

特定財源 0 7,848 43,989 59,040

一般財源 2,678 143,399 29,492 13,860

職員人件費　② 775 4,012 1,964 1,817

総事業費（①＋②） 3,453 155,259 75,445 74,717

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 県費補助金
県企業庁建設負担金

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 都市環境

基本施策 道

和

路・交通
施策体系

施策

元

の内容 道路の整備

目
　

年

　
　
的

　依佐美地区工

度

業用地の造成に伴い必

評

要とな

主
た
る
内
容

市道

価

02-31号線（起点

）

：半城土町庚申塚～終

刈

点
る周辺道路を整備す

谷

ることにより、歩行者

市

の ：小垣江町上沢渡）

事

の道路整備
安全確保と

務

交通の円滑化を図る。

事

　延長　　　　　　　

業

 680ｍ
  幅員　

評

　　　11.7～14

価

.0ｍ
　交差点改良　

シ

       2箇所

ー

　（庚申塚交差点、半

ト

城土大組交差点）

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市都

様

市計画マスタープラン

式

、企業立地推進ビジョ

１

ン

根拠法令 道路法

対象

）

者 市民 事業期間 平成２

会

９年度 ～ 令和８年度

実

計

施方法 ■直営　■委託

名

　□指定管理　□補助

担

・助成　□その他

当部 建設部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

市

９年度実績 ３０年度実

道

績 元年度実績 ２年度計

０

画

・交差点改良詳細設

２

計 ・道路概略設計 ・交

－

差点改良工事　1箇所

３

・交差点改良工事　2

１

箇所
・用地測量 ・用地

号

取得　6,176㎡
（

線

Ｈ29繰越分）
・交差

他

点改良詳細設計
・用地

道

測量

交差点改良工事を

路

実施し、スケジュール

新

通り整備を進めること

設

ができた。

成果

　企業

改

庁と協議調整し、スケ

良

ジュールに遅れが生じ

事

ないよう計画的な事業

業

進捗を図る必要がある

担

。

課題

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

２９年

課

度 ３０年度 元年度 ２年

道

度 ４年度

活動 道路用地

路

の面積取得率（％） ―

建

84.2 84.2 84

設

.2 84.2
指標
活動

課

道路整備率（％） ― ―

款

12.3 12.3 50

項

.7
指標

他市との
比較

目

検証

担当係 事



推進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

刈谷依佐美地区工業用

和

地造成により増加する

２

交通の円滑
・法的業務

年

高い
化と歩行者の安全

度

を確保するため必要で

（

ある。
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要
・市民

和

生活上必要である　な

元

ど

　企業庁と連携して

年

整備を進めるため、効

度

率的な事業推進
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
ができる。

効率性

）

・執行体制の効率性
・

刈

手段の最適性　など

　

谷

工業団地整備に必要な

市

道路整備は、工業団地

事

整備を推進
・市が主体

務

となって実施する
普通

事

している市が行うこと

業

が妥当である。
妥当性

評

　べき事業であるか
・

価

総合計画との整合性　

シ

など

　工業団地整備を

ー

推進し、企業立地を促

ト

進させるため必要

施策

（

への ・施策への貢献度

様

普通
な事業である。

・

式

目標達成度
貢献度 ・市

２

民サービスへの効果　

）

など

今後の方向性 □拡

会

充　■現状維持　□改

計

善・効率化　□縮小　

名

□終期設定　□休止・

担

廃止

　企業庁による工

当

業団地整備と同調し道

部

路整備を行う。

建設部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

般

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

会

　
価
　
∨

計
市道０２－３１号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 事業



業

財
　
源

特定財源 0 1,

推

137 0 23,241

進

一般財源 0 94 8,8

係

87 76,528

職員

8

人件費　② 0 2,00

2

6 2,927 2,87

3

8

総事業費（①＋②） 0 3,237 11,814 102,647

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 公共補償金収入

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 都市環境

基本施策 道

和

路・交通
施策体系

施策

元

の内容 道路の整備

目
　

年

　
　
的

　愛知県が施工

度

する県道小垣江安城線

評

の周辺

主
た
る
内
容

市道

価

3-928号線（起点

）

：小垣江町東高根～終

刈

点
道路を整備すること

谷

により、県道により分

市

断 ：小垣江町東山田）

事

の道路整備
される地区

務

の利便性及び安全性を

事

確保する。 　延長　　

業

　　270ｍ
　幅員　

評

6.0～12.6ｍ

位

価

置
づ
け

関連計画

根拠法

シ

令 道路法

対象者 市民 事

ー

業期間 平成３０年度 ～

ト

令和６年度

実施方法 ■

（

直営　■委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

建

業
　
実
　
績

２９年度実

設

績 ３０年度実績 元年度

部

実績 ２年度計画

　 ・用

一

地取得　26㎡ ・道路

般

改良工事　150ｍ ・

会

用地取得　3,157

計

㎡
　
　
　
　　　―――

市

――――

県道関連の市

道

道整備を進めることが

３

できた。

成果

用地交渉

－

を進め、各種道路整備

９

のスケジュールが遅れ

２

ないようにする必要が

８

ある。

課題

指標名称（

号

単位）
実績値 目標値

２

線

９年度 ３０年度 元年度

他

２年度 ４年度

活動 道水

道

路用地の面積取得率（

路

％） 0.3 4.2 4.

新

2 80.0 100.0

設

指標
活動
指標

他市との

改

比較検証

良事業
担当課 道路

Ｃ
　
事
　
業

建

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

設

円
２９年度 ３０年度 元

課

年度 ２年度 元年度

（決

款

算） （決算） （決算）

項

（予算） 事業費内訳

事

目

業費　① 0 1,231

担

8,887 99,76

当

9 合計 8,886,9

係

00 円
工事請負費 8

事

,886,900 円



推進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

県道小垣江安城線整備

和

により分断される地区

２

の利便性及
・法的業務

年

高い
び安全性を確保す

度

るため必要である。
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要
・市民生活上必

和

要である　など

　県道

元

整備の事業進捗に合わ

年

せて、用地購入、工事

度

を進め
・コストの節減

評

、費用対効果
普通

てい

価

くため、効率的な事業

）

進捗が図れる。
効率性

刈

・執行体制の効率性
・

谷

手段の最適性　など

　

市

市民生活の利便性及び

事

安全を確保するため、

務

公共性の高
・市が主体

事

となって実施する
普通

業

い事業である。
妥当性

評

　べき事業であるか
・

価

総合計画との整合性　

シ

など

　道路整備により

ー

、県道整備で分断され

ト

た地区の往来が可

施策

（

への ・施策への貢献度

様

普通
能になる。

・目標

式

達成度
貢献度 ・市民サ

２

ービスへの効果　など

）

今後の方向性 □拡充　

会

■現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

名

期設定　□休止・廃止

担

　県道小垣江安城線の

当

事業進捗状況にあわせ

部

て、用地取得、道路整

建

備を進めていく。

設部

一般

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

会

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

計

評
　
価
　
∨

市道３－９２８号線他道路新設改良事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 事業



路整備係

8 2 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 63,594 103,902 55,508 1,400 合計 55,508,120 円
委託料 572,400 円

財
　
源

特定財源 53,412 53,617 54,936 0 工事請負費 54,935,720 円

一般財源 10,182 50,285 572 1,400

職員人件費　② 6,514 3,241 886 984

総事業費（①＋②） 70,108 107,143 56,394 2,384

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 都市環境

基本施策 道

和

路・交通
施策体系

施策

元

の内容 歩道・自転車道

年

の整備

目
　
　
　
的

　伝

度

統的な祭りである万燈

評

まつり等、歴史・

主
た

価

る
内
容

市道2-496

）

号線（起点：銀座4丁

刈

目～終点：新
文化に配

谷

慮し、既存道路による

市

歩車分離、電 栄町7丁

事

目）の道路整備
線類の

務

地中化を行うことによ

事

り、歩行者の安 　延長

業

　　　　　 　　　3

評

60ｍ
全確保及び地域

価

の住環境の向上を図る

シ

。 　幅員　　　 　 

ー

11.0～17.5ｍ

ト

　車道幅員　  　 

（

　　　7.0ｍ　
　歩

様

道幅員　 　  　　

式

　4.0ｍ
　電線類地

１

中化　

位
置
づ
け

関連計

）

画 刈谷市中心市街地ま

会

ちづくり基本計画、刈

計

谷市無電柱化推進計画

名

根拠法令 道路法、無電

担

柱化の推進に関する法

当

律、電線共同溝の整備

部

等に関する特別措置法

建

対象者 市民 事業期間 平

設

成１５年度 ～ 令和２年

部

度

実施方法 ■直営　■

一

委託　□指定管理　□

般

補助・助成　□その他

会計
市道２－４９６

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

号

績

２９年度実績 ３０年

線

度実績 元年度実績 ２年

他

度計画

・用地取得  

道

         8

路

5㎡ （Ｈ29繰越分）

新

（Ｈ30繰越分） ・電

設

柱抜柱跡復旧工事
・道

改

路新設改良工事　11

良

8ｍ ・道路新設改良工

事

事　118ｍ ・道路新

業

設改良工事　112ｍ

担

　道路整備率の進捗を

当

図ることができた。

成

課

果

　地元の合意形成

課

道

題

指標名称（単位）
実

路

績値 目標値

２９年度 ３

建

０年度 元年度 ２年度 ４

設

年度

活動 道路用地の面

課

積取得率（％） 94.

款

4 94.4 94.4 9

項

4.4 94.4
指標
活

目

動 道路整備率（％） 5

担

6.7 73.3 88.

当

6 88.6 88.6
指

係

標
 

他市との  ―――

道

――――
比較検証



整備係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

道路を拡幅し、歩道設

和

置、電線類の地中化を

２

行うことに
・法的業務

年

高い
より、交通安全の

度

確保、市民生活の利便

（

性が向上する。
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要
・市民生活上必要で

元

ある　など

　道路整備

年

に合わせて、電線類の

度

地中化を図るため、効

評

率
・コストの節減、費

価

用対効果
普通

的に事業

）

進捗を図るとともに経

刈

費の節減が図られる。

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性
・手段の最適性　

事

など

　市民生活を安全

務

かつ快適にするため、

事

公共性の高い事業
・市

業

が主体となって実施す

評

る
普通

である。
妥当性

価

　べき事業であるか
・

シ

総合計画との整合性　

ー

など

　電線類地中化を

ト

行うことで良好な歩行

（

空間が確保され、

施策

様

への ・施策への貢献度

式

高い
市民が利用しやす

２

い道路とすることで、

）

中心市街地の活性
・目

会

標達成度 化・地域生活

計

基盤の向上が図られる

名

。
貢献度 ・市民サービ

担

スへの効果　など

今後

当

の方向性 □拡充　□現

部

状維持　□改善・効率

建

化　□縮小　□終期設

設

定　■休止・廃止

　引

部

き続き、地権者交渉を

一

進める。

般会計

Ｃ

市

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

道

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

２

∨

－４９６号線他道路新設改良事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路



路

０年度 元年度 ２年度 元

整

年度

（決算） （決算）

備

（決算） （予算） 事業

係

費内訳

事業費　① 0 0

8

16,553 0 合計 1

4

6,552,800 

3

円
工事請負費 16,552,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 16,553 0

職員人件費　② 0 0 886 0

総事業費（①＋②） 0 0 17,439 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 都市環境

基本施策 道

和

路・交通
施策体系

施策

元

の内容 歩道・自転車道

年

の整備

目
　
　
　
的

　歩

度

道内の電柱及び電線を

評

地中に埋設するこ

主
た

価

る
内
容

市道01-25

）

号線（起点：東陽町2

刈

丁目～終点：
とで、安

谷

全で快適な歩行空間を

市

確保するとと 大手町5

事

丁目）の道路整備
もに

務

、発災時における緊急

事

輸送道路としての 　延

業

長　　 　　　　　 

評

   533ｍ
機能を

価

確保する。 　幅員　　

シ

　　　　16.0～2

ー

0.0ｍ
　電線類地中

ト

化
　バリアフリー化　

（

位
置
づ
け

関連計画 都市

様

計画マスタープラン、

式

刈谷市無電柱化推進計

１

画

根拠法令 道路法、電

）

線共同溝の整備に関す

会

る特別措置法、無電柱

計

化の推進に関する法律

名

対象者 市民 事業期間 平

担

成２０年度 ～ 令和５年

当

度

実施方法 ■直営　■

部

委託　□指定管理　□

建

補助・助成　□その他

設部

一般会計
市道０

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

１

績

２９年度実績 ３０年

－

度実績 元年度実績 ２年

２

度計画

　 　 ・道路整備

５

工事　43ｍ 　
　 　 　

号

　 　 　
　 　 　
　　　―

線

―――――― 　　　―

他

―――――― 　　　―

電

――――――

　電線類

線

の地中化及び歩道のバ

類

リアフリー化工事を行

地

い、安全で快適な歩行

中

空間を整備することが

化

できた。

成果

 

課題

指

事

標名称（単位）
実績値

業

目標値

２９年度 ３０年

担

度 元年度 ２年度 ４年度

当

活動 道路整備率（％）

課

93.0 93.0 10

道

0.0 ― ―
指標

指標
 

路

他市との
比較検証

建設課

款 項 目 担当

Ｃ

係

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

道

単位：千円
２９年度 ３



整備係

8 4 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

電線類地中化は、緊急

和

輸送道路の機能確保及

２

び歩行者の
・法的業務

年

高い
安全で快適な歩行

度

空間を確保するうえで

（

必要である。
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

・市民生活上必要であ

元

る　など

　電線類地中

年

化に合わせて、歩道の

度

バリアフリー化も行う

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

ため、効率

）

的に事業進捗を図ると

刈

ともに経費の節減が図

谷

ら
効率性 ・執行体制の

市

効率性 れる。
・手段の

事

最適性　など

　道路の

務

改良整備であり、道路

事

管理者が行うべき公共

業

性の
・市が主体となっ

評

て実施する
普通

高い事

価

業である。
妥当性 　べ

シ

き事業であるか
・総合

ー

計画との整合性　など

ト

　電線類地中化を行う

（

ことで良好な歩行空間

様

が確保され、

施策への

式

・施策への貢献度
高い

２

市民が利用しやすい道

）

路とすることができる

会

。
・目標達成度

貢献度

計

・市民サービスへの効

名

果　など

今後の方向性

担

□拡充　□現状維持　

当

□改善・効率化　□縮

部

小　■終期設定　□休

建

止・廃止

設部

一

Ｃ

般

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

会

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

計

∨

市道０１－２５号線他電線類地中化事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 101,759 127,868 132,934 212,706 合計 132,933,900 円
委託料 14,753,200 円

財
　
源

特定財源 79,797 98,549 88,794 0 工事請負費 118,180,700 円

一般財源 21,962 29,319 44,140 212,706

職員人件費　② 5,351 2,469 3,196 4,013

総事業費（①＋②） 107,110 130,337 136,130 216,719

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

都市計画道路３・４・５５１刈谷環状線電

線類地中化事業

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ

度

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

（

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

令

概
　
要

総合計画
分野 都

和

市環境

基本施策 道路・

元

交通
施策体系

施策の内

年

容 歩道・自転車道の整

度

備

目
　
　
　
的

　歩道内

評

の電柱及び電線を地中

価

に埋設するこ

主
た
る
内

）

容

都市計画道路刈谷環

刈

状線（起点：高松町1

谷

丁目
とで、安全で快適

市

な歩行空間を確保する

事

とと ～終点：住吉町3

務

丁目）の道路整備
もに

事

、発災時における緊急

業

輸送道路としての 　延

評

長　　　      

価

 474ｍ
機能を確保

シ

する。 　幅員　　 　

ー

　　 15.0ｍ
　電

ト

線類地中化
　バリアフ

（

リー化　
　

位
置
づ
け

関

様

連計画 刈谷市都市計画

式

マスタープラン、刈谷

１

市無電柱推進計画

根拠

）

法令 道路法、電線共同

会

溝整備等に関する特別

計

措置法、無電柱化の推

名

進に関する法律、都市

担

計画法

対象者 市民 事業

当

期間 平成２５年度 ～ 令

部

和５年度

実施方法 ■直

建

営　■委託　□指定管

設

理　□補助・助成　□

部

その他

一般会計 担当課 道

Ｂ
　
事
　
業

路

　
実
　
績

２９年度実績

建

３０年度実績 元年度実

設

績 ２年度計画

・電線類

課

地中化工事　147ｍ

款

（Ｈ29繰越分） ・電

項

線類地中化工事　21

目

0ｍ ・電線類地中化工

担

事　175ｍ
（Ｈ28

当

繰越分） ・電線類地中

係

化工事　147ｍ
・電

道

線類地中化工事　12

路

7ｍ

　各電線管理者等

整

と協議し、道路整備（

備

電線類地中化及びバリ

係

アフリー化）工事を行

8

い、電線類地中化・バ

4

リアフリー化

成果
率の

3

進捗を図ることができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 電線類地中化・道路整備率（％) 12.8 27.5 48.7 66.4 100
指標

指標
 

他市との  
比較検証



１刈谷環状線電

線類地中化事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの

令

評価 評価の理由

　電線

和

類地中化は、緊急輸送

２

道路の機能確保及び歩

年

行者の
・法的業務

高い

度

安全で快適な歩行空間

（

を確保する上で必要で

令

ある。
必要性 ・市民ニ

和

ーズ、社会需要
・市民

元

生活上必要である　な

年

ど

　電線類地中化に合

度

わせて、歩道のバリア

評

フリー化を実施
・コス

価

トの節減、費用対効果

）

普通
することでコスト

刈

の縮減を行い、効率的

谷

な事業進捗を図る
効率

市

性 ・執行体制の効率性

事

とともに経費の節減が

務

図られる。
・手段の最

事

適性　など

　道路の改

業

良事業であるため、道

評

路管理者が行うべき公

価

共
・市が主体となって

シ

実施する
普通

性の高い

ー

事業である。
妥当性 　

ト

べき事業であるか
・総

（

合計画との整合性　な

様

ど

　電線類地中化を行

式

うことで良好な歩行空

２

間が確保され、

施策へ

）

の ・施策への貢献度
高

会

い
市民が利用しやすい

計

道路とすることができ

名

る。
・目標達成度

貢献

担

度 ・市民サービスへの

当

効果　など

今後の方向

部

性 □拡充　■現状維持

建

　□改善・効率化　□

設

縮小　□終期設定　□

部

休止・廃止

　道路整備

一

（電線類地中化及びバ

般

リアフリー化）を進め

会

ていく。

計 担当

Ｃ

課

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

道

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

路

∨

建設課

款 項 目 担当係 道路整備係

8 4 3

都市計画道路３・４・５５



整備率（％） ― ― 100.0 ― ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 60,181 173,862 434,596 0 合計 434,596,120 円
工事請負費 434,596,120 円

財
　
源

特定財源 26,782 167,976 361,942 0

一般財源 33,399 5,886 72,654 0

職員人件費　② 4,032 5,169 3,196 0

総事業費（①＋②） 64,213 179,031 437,792 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

都市計画道路７・４・５５５刈谷駅前線道

路新設改良事業

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ

度

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

（

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

令

概
　
要

総合計画
分野 都

和

市環境

基本施策 道路・

元

交通
施策体系

施策の内

年

容 歩道・自転車道の整

度

備

目
　
　
　
的

　刈谷駅

評

北口周辺における自動

価

車交通の円滑

主
た
る
内

）

容

都市計画道路刈谷駅

刈

前線（起点：相生町2

谷

丁目
化及び安全性の向

市

上を図るとともに、安

事

心で ～終点：桜町1丁

務

目）の道路整備
安全な

事

歩行空間の確保と、ま

業

ちづくりと一体 　延長

評

　　　       

価

          

シ

   250ｍ　
とな

ー

った新たな賑わい空間

ト

を創出することに 　幅

（

員　　  　　　　　

様

　　　　 18.0ｍ

式

より、刈谷駅北口のシ

１

ンボルロードづくりを

）

　車道幅員（一車線、

会

一方通行）　5.0ｍ

計

進める。 　歩道幅員　

名

          

担

   　3.5～9.

当

5ｍ
　電線類地中化
　

部

バリアフリー化
　

位
置

建

づ
け

関連計画 刈谷市都

設

市計画マスタープラン

部

、刈谷市無電柱化推進

一

計画

根拠法令 道路法、

般

電線共同溝の整備等に

会

関する特別措置法、無

計

電柱化の推進に関する

担

法律、都市計画法

対象

当

者 市民 事業期間 平成２

課

７年度 ～ 令和元年度

実

道

施方法 ■直営　■委託

路

　□指定管理　□補助

建

・助成　□その他

設課

款 項 目 担当係 道

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

路

９年度実績 ３０年度実

整

績 元年度実績 ２年度計

備

画

・電線類地中化工事

係

　157ｍ ・電線類地

8

中化工事　319ｍ ・

4

道路新設改良工事　2

3

50ｍ 　
・連絡通路延伸工事　1箇所　・連絡通路延伸工事　1箇所 　
　 　

　
　　　―――――――

道路整備を完了した。

成果

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 電線類地中化率（％） 32.7 100.0 ― ― ―
指標
活動 道路



５刈谷駅前線道

路新設改良事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの

令

評価 評価の理由

　交通

和

拠点となる刈谷駅にふ

２

さわしい、賑わい空間

年

を創出
・法的業務

高い

度

し、活性化を図る必要

（

がある。
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要
・市

和

民生活上必要である　

元

など

　地元住民、商店

年

街組合、地元企業など

度

が参画するワーク
・コ

評

ストの節減、費用対効

価

果
普通

ショップと連携

）

し、道路線形やデザイ

刈

ンを決定した。
効率性

谷

・執行体制の効率性
・

市

手段の最適性　など

　

事

刈谷駅北口のシンボル

務

ロード作りにあたり、

事

地元ワーク
・市が主体

業

となって実施する
高い

評

ショップで聴取した意

価

見を参考に事業を進め

シ

ていくのは、
妥当性 　

ー

べき事業であるか 行政

ト

として必要な役割であ

（

る。
・総合計画との整

様

合性　など

　地元ワー

式

クショップと連携し、

２

事業の推進を行うこと

）

に

施策への ・施策への

会

貢献度
高い

より、地域

計

住民等と一体となった

名

まちづくりが実施でき

担

て
・目標達成度 いる。

当

貢献度 ・市民サービス

部

への効果　など

今後の

建

方向性 □拡充　□現状

設

維持　□改善・効率化

部

　□縮小　□終期設定

一

　■休止・廃止

般会計 担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

当

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

課

　
価
　
∨

道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備係

8 4 3

都市計画道路７・４・５５



 円
工事請負費 65,023,200 円

財
　
源

特定財源 0 24,129 0 0

一般財源 9,623 17,709 65,023 0

職員人件費　② 2,869 3,626 2,811 0

総事業費（①＋②） 12,492 45,464 67,834 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 道路・

令

交通
施策体系

施策の内

和

容 歩道・自転車道の整

元

備

目
　
　
　
的

　既存の

年

歩道を見直し、段差等

度

を解消するこ

主
た
る
内

評

容

　市内全域の歩道に

価

ついて調査・点検を行

）

い､
とで、誰もが歩き

刈

やすい安心安全な歩道

谷

空間 整備計画を策定し

市

、順次整備工事を実施

事

する｡
を形成する。 〇

務

対象歩道延長　146

事

km 

位
置
づ
け

関連計

業

画 刈谷市都市計画マス

評

タープラン

根拠法令 道

価

路法

対象者 市民 事業期

シ

間 平成２８年度 ～ 令和

ー

８年度

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２９年度実績 ３

建

０年度実績 元年度実績

設

２年度計画

・歩道詳細

部

設計　 1式 ・歩道整

一

備工事　144ｍ ・歩

般

道整備工事　462ｍ

会

・今後の歩道整備の方

計

針を検
・歩道整備工事

歩

　26ｍ （Ｈ29繰越

道

分）   討する｡
・歩

整

道整備工事　264ｍ

備

　歩道整備工事を実施

事

し、歩道整備率の進捗

業

を図ることができた。

担

成果

　自転車活用推進

当

計画と整合を図り、歩

課

道整備の方針検討をす

道

る。

課題

指標名称（単

路

位）
実績値 目標値

２９

建

年度 ３０年度 元年度 ２

設

年度 ４年度

活動 歩道整

課

備率（％） 0.1 1.

款

5 3.2 ― ―
指標
活動

項

指標

他市との
比較検証

目 担当係 道路整備係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

8

　
ト

単位：千円
２９年

2

度 ３０年度 元年度 ２年

3

度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,623 41,838 65,023 0 合計 65,023,200



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　歩道を整備することにより

令

、歩行者の安全を確保

和

する。
・法的業務

高い

２

必要性 ・市民ニーズ、

年

社会需要
・市民生活上

度

必要である　など

　順

（

次、歩道整備を進めて

令

いくことにより、事業

和

の効果が
・コストの節

元

減、費用対効果
普通

早

年

く確認できる。
効率性

度

・執行体制の効率性
・

評

手段の最適性　など

　

価

道路の改良工事であり

）

、道路管理者が行なう

刈

べき公共性
・市が主体

谷

となって実施する
普通

市

の高い工事である。
妥

事

当性 　べき事業である

務

か
・総合計画との整合

事

性　など

　歩道を整備

業

することにより、歩行

評

者が安全に通行できる

価

施策への ・施策への貢

シ

献度
普通

ようになる。

ー

・目標達成度
貢献度 ・

ト

市民サービスへの効果

（

　など

今後の方向性 □

様

拡充　□現状維持　■

式

改善・効率化　□縮小

２

　□終期設定　□休止

）

・廃止

　自転車活用推

会

進計画と整合を図り、

計

歩道整備の方針検討を

名

する。

担当部

Ｃ
 

建

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

設

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

部

一般会計
歩道整備事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備係

8 2 3



整

元年度特定財源名称

元

備

年度までの累積事業費

係

0

３年度以降の事業費

8

見込 0

2 3

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

都市環境

基本施策 道路

和

・交通
施策体系

施策の

元

内容 歩道・自転車道の

年

整備

目
　
　
　
的

　道路

度

を拡幅し歩道を設置す

評

ることにより、

主
た
る

価

内
容

市道01-29号

）

線（小垣江町多門）の

刈

道路整備
歩行者の安全

谷

確保を図る。 　延長　

市

　　　   250ｍ

事

　
　幅員　    8

務

.2～8.6ｍ
　歩道

事

幅員　1.7～2.1

業

ｍ
　

位
置
づ
け

関連計画

評

根拠法令 道路法

対象者

価

市民 事業期間 令和元年

シ

度 ～ 令和元年度

実施方

ー

法 ■直営　■委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

２９年

部

度実績 ３０年度実績 元

建

年度実績 ２年度計画

　

設

　 ・歩道整備工事　2

部

50ｍ 　
　 　 　
　 　 　

一

　 　 　
　　　――――

般

――― 　　　――――

会

――― 　　　――――

計

―――

道路整備を完了

市

することができた。

成

道

果

課題

指標名称（単位

０

）
実績値 目標値

２９年

１

度 ３０年度 元年度 ２年

－

度 ４年度

活動 道路整備

２

率（％） ― 100.0

９

― ―
指標
活動
指標

他市

号

との
比較検証

線道路新設改良事

Ｃ
　
事

業

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

担

：千円
２９年度 ３０年

当

度 元年度 ２年度 元年度

課

（決算） （決算） （決

道

算） （予算） 事業費内

路

訳

事業費　① 0 0 22

建

,461 0 合計 22,

設

460,900 円
工

課

事請負費 22,460

款

,900 円

財
　
源

特

項

定財源 0 0 0 0

一般財

目

源 0 0 22,461 0

担

職員人件費　② 0 0 2

当

,426 0

総事業費（

係

①＋②） 0 0 24,8

道

87 0

建
設
事
業

全体事

路

業費（単位：千円） 0



備係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　歩

令

道を整備することによ

和

り、歩行者の安全を確

２

保する。
・法的業務

高

年

い必要性 ・市民ニーズ

度

、社会需要
・市民生活

（

上必要である　など

　

令

水路用地を活用して歩

和

道を整備する。
・コス

元

トの節減、費用対効果

年

普通効率性 ・執行体制

度

の効率性
・手段の最適

評

性　など

　道路の改良

価

工事であり、道路管理

）

者が行うべき公共性の

刈

・市が主体となって実

谷

施する
普通

高い工事で

市

ある。
妥当性 　べき事

事

業であるか
・総合計画

務

との整合性　など

　歩

事

道を整備することによ

業

り、歩行者が安全に通

評

行できる

施策への ・施

価

策への貢献度
普通

よう

シ

になる。
・目標達成度

ー

貢献度 ・市民サービス

ト

への効果　など

今後の

（

方向性 □拡充　□現状

様

維持　□改善・効率化

式

　□縮小　□終期設定

２

　■休止・廃止

）

会計名

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

担

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

当

　
価
　
∨

部 建設部

一般会計
市道０１－２９号線道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路整



率 37.8 45.9 54.1 62.2 70.3
指標 （％）

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 99,536 33,602 42,224 29,000 合計 42,223,500 円
委託料 11,228,800 円

財
　
源

特定財源 84,442 0 0 0 工事請負費 30,994,700 円

一般財源 15,094 33,602 42,224 29,000

職員人件費　② 3,412 1,620 3,581 4,013

総事業費（①＋②） 102,948 35,222 45,805 33,013

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

災害に強いまちづくり

元

目
　
　
　
的

　避難道路

年

に架かる橋りょうの耐

度

震化を促進

主
た
る
内
容

評

〇橋りょうの耐震化
し

価

､地震発生後に市民が

）

安全に避難するための

刈

　対象橋りょう数　3

谷

7橋
経路を確保する。

市

位
置
づ
け

関連計画 地域

事

防災計画、地震対策ア

務

クションプラン

根拠法

事

令 道路法

対象者 市民 事

業

業期間 平成２４年度 ～

評

令和７年度

実施方法 ■

価

直営　■委託　□指定

シ

管理　□補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

２９年度実

担

績 ３０年度実績 元年度

当

実績 ２年度計画

・橋り

部

ょう耐震補強実施設計

建

・橋りょう耐震補強工

設

事　3橋・橋りょう耐

部

震補強実施設計 ・橋り

一

ょう耐震補強実施設計

般

  　       

会

          

計

   6橋　（江川2

橋

号橋、新上納橋、折　

り

          

ょ

         　

う

 2橋　      

補

          

強

   　 4橋
・橋り

事

ょう耐震補強工事　6

業

橋　　戸2号橋） ・橋

担

りょう耐震補強工事　

当

3橋・橋りょう耐震補

課

強工事　2橋
　（洲原

道

橋、蓮池6号橋、専光

路

　（吹戸橋、庚申3号

建

橋、神明　（築地用水

設

3号橋、築地用水
  

課

  寺橋、宮東橋、鴎

款

7号橋、 　　橋） 　　

項

5号橋）
    寺裏

目

跨線橋）
（Ｈ28繰越

担

分)
・橋りょう耐震補

当

強工事　2橋
　（西帆

係

1号橋、丸山橋）

　計

道

画的に耐震補強工事を

路

行うことができた。

成

整

果

　橋りょう耐震化計

備

画に基づき、橋りょう

係

補強について関係機関

8

と調整する必要がある

2

。

課題

指標名称（単位

4

）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 避難道路内の橋りょうの耐震化



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　発災後、地域住民が避

令

難所まで安全に移動で

和

きるよう、
・法的業務

２

高い
避難道路内にある

年

市が管理する橋りょう

度

の耐震化を行う必
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 要がある。
・市民

和

生活上必要である　な

元

ど

　橋りょうの耐震化

年

計画と長寿命化計画を

度

調整することで
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
コストの縮減を図

）

り、効率的に事業を進

刈

めることができる｡
効

谷

率性 ・執行体制の効率

市

性
・手段の最適性　な

事

ど

　刈谷市地域防災計

務

画で、市の責務として

事

「被災者等が迅
・市が

業

主体となって実施する

評

高い
速かつ安全に避難

価

できるよう、通行確保

シ

に努める」として
妥当

ー

性 　べき事業であるか

ト

いる。
・総合計画との

（

整合性　など

　災害に

様

強いまちづくりを行う

式

ためには、避難道路に

２

架か

施策への ・施策へ

）

の貢献度
高い

る橋りょ

会

うの耐震化が必要であ

計

る。
・目標達成度

貢献

名

度 ・市民サービスへの

担

効果　など

今後の方向

当

性 □拡充　■現状維持

部

　□改善・効率化　□

建

縮小　□終期設定　□

設

休止・廃止

　関係課と

部

調整しながら、耐震補

一

強工事を順次実施し、

般

避難道路の機能確保に

会

努める。

計
橋り

Ｃ

ょ

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

う

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

補

∨

強事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備係

8 2 4



10,556 5,369 9,491

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

令

道路・交通
施策体系

施

和

策の内容 道路の整備

目

元

　
　
　
的

　取得済み道

年

路用地等の草刈り、砕

度

石敷均し

主
た
る
内
容

　

評

取得した用地を整備実

価

施するまでの期間、
等

）

を行い安全面等の維持

刈

管理を図る。 定期的に

谷

草刈を行う。また、必

市

要に応じ安全
面を考慮

事

して砕石の敷均しを行

務

う。

位
置
づ
け

関連計画

事

 

根拠法令  

対象者 事

業

業期間 ～

実施方法 ■直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２９年度実績

名

３０年度実績 元年度実

担

績 ２年度計画

・道路事

当

業用地管理 ・道路事業

部

用地管理 ・道路事業用

建

地管理 ・道路事業用地

設

管理
　（除草、舗装補

部

修） 　（除草、のり面

一

補修） 　（除草、砕石

般

敷均し） 　（除草、砕

会

石敷均し）

　道路用地

計

として取得した土地の

道

維持管理が適切に行わ

路

れている。

成果

 

課題

用

指標名称（単位）
実績

地

値 目標値

２９年度 ３０

等

年度 元年度 ２年度 ４年

管

度

 
指標

 
指標

 
他市

理

との
比較検証

事業
担当課 道路建

Ｃ
　
事

設

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

課

：千円
２９年度 ３０年

款

度 元年度 ２年度 元年度

項

（決算） （決算） （決

目

算） （予算） 事業費内

担

訳

事業費　① 2,84

当

6 8,936 4,48

係

3 8,734 合計 4,

事

482,800 円
委

業

託料 4,482,80

推

0 円

財
　
源

特定財源

進

185 93 292 3

一

係

般財源 2,661 8,

8

843 4,191 8,

2

731

職員人件費　②

3

2,094 1,620 886 757

総事業費（①＋②） 4,940



備

事業費見込 0

係

8 2 3

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 都

令

市環境

基本施策 道路・

和

交通
施策体系

施策の内

元

容 道路の整備

目
　
　
　

年

的

発杭川排水機場へ通

度

じる道路の冠水を防ぐ

評

た

主
た
る
内
容

市道02

価

-9号線(今川町蓮池

）

）の道路整備
め、道路

刈

の嵩上げを行い、排水

谷

機場への安全 　延長　

市

40ｍ
な通路を確保す

事

る。 　幅員　5ｍ

位
置

務

づ
け

関連計画

根拠法令

事

道路法

対象者 市民 事業

業

期間 平成３０年度 ～ 令

評

和元年度

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２９年度実績

担

３０年度実績 元年度実

当

績 ２年度計画

　 　 （H

部

30繰越分） 　
　 　 道

建

路新設改良工事　40

設

ｍ 　
　 　 　
　 　 　
　　

部

　――――――― 　　

一

　――――――― 　　

般

　―――――――

　道

会

路整備を完了した。

成

計

果

課題

指標名称（単位

市

）
実績値 目標値

２９年

道

度 ３０年度 元年度 ２年

０

度 ４年度

活動 道路整備

２

率（％） 0.0 100

－

.0 － －
指標
活動
指標

９

他市との
比較検証

号線道路新設改良

Ｃ

事

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

業

単位：千円
２９年度 ３

担

０年度 元年度 ２年度 元

当

年度

（決算） （決算）

課

（決算） （予算） 事業

道

費内訳

事業費　① 0 0

路

3,888 0 合計 3,

建

888,000 円
工

設

事請負費 3,888,

課

000 円

財
　
源

特定

款

財源 0 0 0 0

一般財源

項

0 0 3,888 0

職員

目

人件費　② 0 0 0 0

総

担

事業費（①＋②） 0 0

当

3,888 0

建
設
事
業

係

全体事業費（単位：千

道

円） 0 元年度特定財源

路

名称

元年度までの累積

整

事業費 0

３年度以降の



2

0 2,041 0

総事業

3

費（①＋②） 0 3,330 6,293 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 公共補償金収入

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 都市環境

令

基本施策 道路・交通
施

和

策体系
施策の内容 道路

元

の整備

目
　
　
　
的

補正

年

　県道名古屋岡崎線の

度

整備に伴い付替え

主
た

評

る
内
容

補正内容
が必要

価

となる道水路の用地買

）

収を行い、県道 　付替

刈

道水路用地の取得
整備

谷

の事業促進を図る。  

市

 取得場所　井ケ谷町

事

位
置
づ
け

関連計画

根拠

務

法令 道路法

対象者 事業

事

期間 平成３０年度 ～ 令

業

和２年度

実施方法 ■直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２９年度実績

名

３０年度実績 元年度実

担

績 ２年度計画

　 ・用地

当

取得　57㎡ ・用地取

部

得　119㎡ 　
　 　
　

建

　
　 　
　　　――――

設

――― 　　　――――

部

―――

　付替え道路及

一

び水路用地の取得を行

般

うことができた。

成果

会

　県と協議調整し、用

計

地取得を進める必要が

付

ある。

課題

指標名称（

替

単位）
実績値 目標値

２

道

９年度 ３０年度 元年度

水

２年度 ４年度

活動 道水

路

路用地の面積取得率（

用

％） 23.7 68.8

地

100.0 －
指標
活動

公

指標

他市との
比較検証

共補償事業
担当課 道

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

路

　
ト

単位：千円
２９年

建

度 ３０年度 元年度 ２年

設

度 元年度

（決算） （決

課

算） （決算） （予算）

款

事業費内訳

事業費　①

項

0 1,710 4,25

目

2 0 合計 4,252,

担

137 円
需用費 3,

当

500 円

財
　
源

特定

係

財源 0 1,485 1,

事

633 0 委託料 249

業

,568 円
公有財産

推

購入費 3,999,0

進

69 円

一般財源 0 2

係

25 2,619 0

職員

8

人件費　② 0 1,62



000

職員人件費　② 0 0 1,656 1,515

総事業費（①＋②） 0 0 15,351 13,515

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 道路・

令

交通
施策体系

施策の内

和

容 総合交通対策の推進

元

目
　
　
　
的

安全かつ円

年

滑な交通の確保、良好

度

な景観の形

主
た
る
内
容

評

平成31年度
成を図る

価

ため、道路等の基本的

）

な計画調査を ・刈谷街

刈

道踏切対策調査業務委

谷

託
実施し、円滑な事業

市

の推進を図る。 ・市道

事

1-87号線他調査測

務

量設計業務委託
・刈谷

事

市無電柱化推進計画策

業

定業務委託
令和２年度

評

・市道０１－３６号線

価

他道路整備調査業務委

シ

託

位
置
づ
け

関連計画

根

ー

拠法令

対象者 事業期間

ト

～

実施方法 □直営　■

（

委託　□指定管理　□

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

建

績

２９年度実績 ３０年

設

度実績 元年度実績 ２年

部

度計画

　 　 ・刈谷街道

一

踏切対策検討 ・市道０

般

１－３６号線他調査
　

会

　 ・市道１－８７号線

計

他調査測 測量設計
　 　

道

量設計業務
　 　 ・刈谷

路

市無電柱化推進計画策

調

　　　―――――――

査

　　　―――――――

事

定

各種検討を行い、今

業

後の事業の進め方を検

担

討することができた。

当

成果

課題

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

２９

道

年度 ３０年度 元年度 ２

路

年度 ４年度

活動
指標
活

建

動
指標

他市との
比較検

設

証

課

款 項 目 担当係 事

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

業

ス
　
ト

単位：千円
２９

推

年度 ３０年度 元年度 ２

進

年度 元年度

（決算） （

係

決算） （決算） （予算

8

） 事業費内訳

事業費　

2

① 0 0 13,695 1

3

2,000 合計 13,695,000 円
委託料 13,695,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 13,695 12,
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